
2025年度20252025年度年度
省エネルギーセンター 賛助会員サービス

20252025年度年度
省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス省エネルギーセンター 賛助会員サービス

・各国のエネルギーの現状・見通し
と政策
・省エネ・脱炭素対策の考え方
・関連法令、助成等制度、政策情報
・求められている省エネ・脱炭素
技術
・関連機関・企業の情報
・関連人材の育成状況

省エネ・脱炭素関連の
海外ビジネス情報

諸外国の省エネ・脱炭素関連
最新情報を提供します。また、
海外における進出工場の
省エネ・脱炭素推進や関連
ビジネスの展開等について
相談を承ります。

省エネ・脱炭素の
優秀事例見学会

省エネ大賞受賞事例のほか、
先進的な省エネ工場、ZEB・
ZEH等の見学会を開催します
（会員の参加無料）。

「省エネ・脱炭素」
最新情報提供

省エネ・脱炭素関連の最新
動向や関連の施策、セミナー、
補助金情報等を、タイミング
よく毎週配信します。

配信情報タイトル例
（各項目クリックで詳細閲覧可能）（各項目クリックで詳細閲覧可能）
【12月26日号】
１．【賛助会員割引あり】見学会「中日ビル ～サスティナビリティ・
SDGsに対する取り組み～」を開催します。

２．月刊「省エネルギー」2025年2月号 広告 申込受付中です。
３．省エネコミュニケーション・ランキング制度の評価結果が発表さ
れました。＜経済産業省＞

４．令和6年度環境省R&D事業の成果発表会が開催されます。
　＜環境省＞
５．総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会が開催されました。
＜資源エネルギー庁＞

６．改正建築物省エネ法・建築基準法の円滑施行に関する連絡会議
が開催されました。＜国土交通省＞

７．資源エネルギー庁WEBサイトのスペシャルコンテンツでG7気
候・エネルギー環境大臣会合を振り返っています。

５．総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会が開催されました。
＜資源エネルギー庁＞

６．改正建築物省エネ法・建築基準法の円滑施行に関する連絡会議
が開催されました。＜国土交通省＞

７．資源エネルギー庁WEBサイトのスペシャルコンテンツでG7気
候・エネルギー環境大臣会合を振り返っています。

【12月19日号】
１．2024年度（令和6年度）省エネ大賞受賞者が決定しました。
２．ENEX2025 好評企画「Site Visit」の申込受付を明日12月
20日に開始します。

３．【無料セミナー】「進化するGHG排出量削減対策」2025年
1月16日にライブ配信します。

４．年末年始のご贈答にもご利用ください。2025年版「省エネ
ルギー手帳」「ビル省エネ手帳」好評発売中です。

５．「コージェネシンポジウム2025」が2月6日に開催されま
す。＜コージェネ財団＞

６．第7次エネルギー基本計画の原案が公表されました。＜資源
エネルギー庁＞

７．「地域脱炭素政策の今後の在り方に関する検討会」の取りま
とめが公表されました。＜環境省＞

８．2024年度環境省LD-Techリスト・水準表が公表され、製品
情報の募集が開始されました。＜環境省＞

「省エネ・脱炭素」
特選アーカイブ

わが国唯一の総合エネルギー
誌「省エネルギー」から選り
すぐりの記事を、提言、活動
事例、政策、先進技術等、テーマ
別に整理して専用サイトで
ご紹介します。

アーカイブ記事目次例

すぐに役立つ実践事例集
「製造業編」「業務部門編」
現場における省エネ・脱炭素
事例、約550件を、主要な
対策アイテム毎に取りまとめ、
すぐに役立つ実践事例集と
して提供いたします。②そこで上記省エネ改修Ⅰ期で蒸気ボイラの高効率化が図れたことを踏まえ、前者の１棟で生成

される熱(冷温水)を、後者の3棟へ熱融通するようシステムを変更してＡ重油の削減を図った。
③これにより、事前のシミュレーション以上に効果を発揮し、エネルギー消費を原油換算で
年間45.9 kL削減した。 

７）エスカレータの省動力化
①既設の1989年製エスカレータ5台に対して、制御リニューアル工法を導入して、人の利用がない 
時に無駄になる動力を抑えて電力削減を図った。
②これにより、エネルギー消費を原油換算で年間4.7 kL削減した。 

８）照明のLED化 
①共用部エリアでは、従来から蛍光灯タイプ、電球タイプ、ダウンライト、誘導灯、水銀灯等 
約11,000 台の照明を使用していた。
②そこで、これらを最新のLED 照明に切り替えて電力削減を図ることにより、エネルギー消費を 
原油換算で年間326.4 kL削減した。

省エネ改修Ⅲ期の対策 

（４）省エネ効果 
①以上を始めとする省エネ活動により、下表のように2016から2020年度にかけて事業所全体でエネ
ルギー使用量(原油換算)を1,438kL/年削減した。 
②その結果、当事業所は第一種エネルギー管理指定工場から第二種エネルギー管理指定工場へ変更
になった。

省エネ改修Ⅲ期の対策 

ネ活動により、下表のように2016からのように2016からからのように2016 2020年度2020年度年度2020 にかけて事業所全体でエネ
を1,438kL8kLkL8 /年kL/年/年kL 削減した。 

第一種エネルギー管理指定工場から第二種エネルギー管理指定工場へ変更

５）今後の対応課題
A.熱源水運転期間の最適化 
①帯水層蓄熱システムは、上記２）①で述べたように冷房時の蓄熱量を暖房時と同等程
度にする必要がある。 
②そこで、運転開始1年目は工場冷房負荷が暖房負荷より大きいと想定し、年間蓄熱量を
バランスさせるために冷房時（6 月、7 月）に帯水層蓄熱システムは使用せず、積極
的に冷却塔運転を実施していくことで地下への温蓄熱量の最小化を図った。 
③しかし、その結果6 月、7 月のシステムCOP は8 月、9月、10 月より低くなり、冷却
塔運転に比べ帯水層蓄熱システムの方が効率良いことがわかった。 
④このため、本年度は冷却塔運転の時間を減少させ帯水層蓄熱時間を伸ばすことでシス
テムCOPの向上を図る予定である。 

B.井戸のメンテナンス 
①本システムにおいては、井戸の詰まりやその解消方法が今後の課題となるため、継続
的にデータを収集・分析し、井戸の詰まり傾向が確認された場合には、メンテンナン
ス計画の立案、実施、効果検証をして行く予定である。
③この場合、冷房は冷却塔運転により代替が可能であるが、暖房は井戸の利用が前提と
なるため、井戸のメンテンナンスについては空調の停止期間中又は冷房期間中に実施
することとしている。 

帯水層蓄熱システムの概念図

省エネ大賞事例
データ・ベース

過去省エネ大賞に応募があっ
た多くの業種における約
3,800件の優れた省エネ
取組の事例を、データベース
として検索できます。
（省エネ大賞受賞事例等より）

生産プロセス等における取り組み

エネルギー供給設備や
熱関連の取り組み

エネマネ・組織全体としての
取り組み

他社連係・ESCO等活用による
取り組み

CO2フリーに向けた低圧鋳造工程の実現によ
る省エネルギーの取り組み

温度差エネルギー利用を活用した浴槽循環水
の昇温及び給湯利用システムの導入

大阪中之島における河川水熱と温度成層型水
蓄熱槽を用いた高効率地域冷暖房

データサイエンスを活用したエネルギー需給ガ
イダンスの開発

CO2ゼロチャレンジへの取り組み

赤坂インターシティAIRにおけるスマートウェ
ルネスオフィスと省エネの取り組み

従来の水道事業の枠組みを超えて実現した
先進的省エネ取り組み

高精度樹脂成形部品の製造工程最適化による
省エネルギー活動

「省エネ・脱炭素」特別相談
省エネ・脱炭素関連の疑問やお悩み事について、幅広く相談
を承ります。一昨年4月改正の省エネ法に関連したご相談
にも対応します。
これまで寄せられた相談例
・Scope1,2,3の算定方法に
ついてアドバイスを受けたい
・定期報告すべきエネルギーの
範囲について知りたい
・他社の効果的な省エネ事例
を教えてほしい
・改正省エネ法の非化石エネ
ルギーの定義、考え方を聞き
たい
・現在募集中の補助金情報を
把握したい
・エネルギーロス削減に向けた
有効な手立てを提案いただき
たい

・省エネ自己診断ツール 
・工場・ビルのエネルギーフロー評価（Ene-CAT）
・ビル省エネ対策提案ツール（ECTT）

省エネ支援ツール

＜原単位グラフ分布表＞
省エネ自己診断ツール結果
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徹底した省エネ・カーボンニュートラルの
推進に寄与する効果的な情報発信

省エネ、再エネ、蓄エネを統合した最適な
エネルギーマネージメント構築への支援

電力需要の最適化や再エネ導入に関する
先進技術や活動事例等に関する情報提供

エネルギー利用におけるDX技術の導入
支援と情報提供

現場から企業経営に及ぶ幅広い省エネ活動
の支援と多層的な人材の育成

現在、我が国は化石エネルギー中心の産業
構造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ
転換することを目指すGX（グリーントランス
フォーメーション）を推進しています。
当センターといたしましては、これを踏まえ、
「エネルギー利用の最適化」の観点から「徹底
した省エネ」はもとより非化石エネルギーへの
転換、電力需要の最適化等を促進するため、
会員の皆様に向け次のような幅広いサービス
を提供してまいります。

１ 　カーボンニュートラルに向けた有益なエネルギー情報の提供



新製品・サービス等の紹介
賛助会員企業の省エネ・脱炭素関連
製品、サービス等を月刊「省エネルギー」
や、当センターのWEBサイトにて紹介
いたします。

月刊「省エネルギー」等
書籍関連サービス

省エネ・脱炭素に資する技術導入、
経営改善、人材育成等のヒントにな
る月刊「省エネルギー」を毎月お届
けします。また当センター発刊の書籍
は送料無料で購入いただけます。は送料無料で購入いただけます。は送料無料で購入いただけます。は送料無料で購入いただけます。

特別企画講座
省エネ・脱炭素に関する先進
技術や政策、最新動向、企業
活動等をテーマに、会員向け
特別企画講座を動画配信等
により無料で開催します。

これまで企画した講座
●コロナ禍における効率的な空調
●脱炭素化を目指す省エネセミナー
●SBTとカーボンニュートラル経営
●企業の海外事業に役立つカーボン
ニュートラル、エネルギー事情
●カーボンニュートラルセミナー
　～太陽熱を見直そう

入会等のお問合せは

省エネ推進功労者
表彰

社内や現場で積極的に省エネ
に取り組まれ実績を上げ
られている方々を「省エネ
推進功労者」として表彰
させていただきます。

〒108-0023 東京都港区芝浦 2-11-5 五十嵐ビルディング
電話：03 － 5439 － 9713／Eメール：member@eccj.or.jp

情報サービス部

会員の皆様の声（抜粋）
技術サービス業（2023年9月入会/A社様）

省エネルギーセンターとの連携をより
深めたいと考えて入会しました。月刊
「省エネルギー」はカーボンニュートラ
ルなどタイムリーなテーマで特集が組
まれており、情報収集になりますし、実
務において大変参考になっています。

設備工事業（2023年4月入会/K社様）

お客様のニーズに対応するには、省エネ
に関する知見を深める必要があります。
会員サービスを通じ、最先端の技術情
報や省エネ事例など多くの有益な情報
を収集し、業務にいかし、カーボンニュ
ートラル社会実現へ貢献したいと考え
て入会しました。

化学工業（2024年4月入会/B社様）

最先端の省エネ機器の情報取得や、他
社の優れた省エネ事例を参照するため
に賛助会員となりました。月刊「省エネ
ルギー」や会員専用サイトは有益な情報
ネットワークとなっています。また、省エ
ネ技術研修への参加も従業員のスキル
アップに役立っています。

技術サービス業（2023年11月入会/K社様）

目まぐるしく変化する社会情勢やそれに
伴う法改正に対応するためには、常に最
新情報を収集する姿勢が必要だと考え
入会しました。月刊「省エネルギー」から
省エネ情報を収集し、WEBセミナーや省
エネ講座を活用して省エネ人材の育成も
行っていきたいと考えています。

ENEX出展割引
わが国唯一のエネルギー総合展示会で
あるENEX（地球環境とエネルギーの
調和展）に会員特別価格で出展でき
ます。またセミナーや現地見学会（サイト
ビジット）にも先行申込が可能です。

ENEX展示会場内ENEX展示会場内

各種講座（オンライン・対面形式）の会員割引
省エネ・脱炭素・GX・DX等に関し、経営改善、エネルギー
管理手法の習得や最新技術の紹介、人材育成等をテーマに
した多種多様な講座をすべて20％割引で提供いたします。
全国どこからでも受講できるオンライン形式を中心に、皆様
のニーズに沿った出前講座を承ります。

●省エネ・カーボンニュートラルコンサルタント
育成セミナー
●適切なエネルギー原単位管理
●脱炭素・GX社会における省エネ活動事例
と補助金の活用
●進化するGHG排出量削減対策-情報管理
で実現する省エネルギー
●省エネ・再エネ モビリティ技術活用法の
これから-EVと再エネとエネマネの融合
　等

講座例（管理分野） 講座例（技術分野）
●コージェネの基礎と活用
●CO2削減対策のための省
エネルギー技術
●製造プロセスの最適化と
カーボンニュートラルの実現
●省エネ・再エネと蓄電池
技術の活用による賢い電力
需要の制御法
●圧空系統の省エネ実習
　等

展示ブース内セミナー展示ブース内セミナー

詳細はこちら

3 　今後期待される省エネ・脱炭素ビジネスへのサポート

2 　現場でのエネルギー管理における多層的な人材育成の支援


